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日鉱金属 サステナビリティリポート 2009 0201 日鉱金属 サステナビリティリポート 2009

お読みいただくにあたって

編集方針

日鉱金属グループは、事業活動を通じて、社会の持続可能

な発展に貢献すべくCSR活動に取り組んでいます。
お客様、お取引先、株主・投資家、産官学団体、地域社会

をはじめとした幅広いステークホルダーの皆様に適切な情

報開示を行い、CSR活動をご理解いただくためのコミュニ
ケーションツールとして年1回「サステナビリティリポート」
を発行しています。

「サステナビリティリポート2009」の作成にあたり、「GRI
ガイドライン第3版」および「GRI鉱山・金属業補足文書」に
準拠しました。さらに、当社グループの企業理念、ICMM（国
際金属・鉱業評議会）の基本原則に対する取り組みを踏まえ、

「マネジメント」、「経済活動」、「環境活動」、「社会活動」の各側

面から活動をご紹介しています。本リポートは、これらを網

羅的に記載したフルバージョンの報告書として日鉱金属の

ウェブサイト上に掲載しています。また、ステークホルダー

の皆様の関心が高く、事業戦略上重要と思われる内容につい

て、わかりやすくまとめたダイジェスト版のリポートをウェ

ブサイト上に掲載するとともに、冊子を発行しています。

対象範囲 報告対象期間

発行時期

本リポート報告対象のグループ企業（会社名は、2009年4月1日現在）

ダイジェスト版に記載 

本レポートに記載 

事業戦略上の重要性 
大 

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
の
関
心 

大 

日鉱金属（株）および国内・海外の主要関係会社（計38社）
を報告対象としています。

2008年4月～2009年3月（原則として2008年度の事業

活動を対象としていますが、重要な情報を包括的にお伝えす

るため、一部に対象期間前後の情報を掲載しています。また、

海外グループ会社については、決算期に合わせ、2008年1～

12月のデータの場合があります。）

2009年9月（前回の発行時期：2008年10月）

※1 連結ベースで記載しています。（非連結子会社は除きます。）
※2 生産活動を行ない、環境負荷の比較的大きな会社（国内の第一種エネルギー管

理指定工場に相当する会社）を対象としています。
※3 対象となる4社は、常州金源銅業、日鉱金属（蘇州）、ニッコー・メタルズ・フィ

リピン、グールド・エレクトロニクスです。ニッコー・メタルズ・フィリピンの
環境データは、2008年4～12月の9ヵ月分のデータの集計です。

※4 社会活動報告「従業員とともに」での報告対象社数です。

経　済

環　境

社　会

21
23
24

報告対象分野 国　内　　　　 海　外　　　　 合　計
※1 14

4
14

※3※2
35
27
38※4

金属資源開発事業

春日鉱山株式会社

日鉱探開株式会社

日鉱ドリリング株式会社

金属製錬事業

パンパシフィック・カッパー株式会社

日鉱製錬株式会社

日比共同製錬株式会社

三金日比港運株式会社

日本鋳銅株式会社

日照港運株式会社

株式会社日鉱プラント佐賀関

株式会社日照整備工場

日三環太銅業（上海）有限公司

サーカムパシフィック海運株式会社

常州金源銅業有限公司

黒部日鉱ガルバ株式会社

電材加工事業

Nikko Metals USA, Inc.
Nikko Metals Philippines, Inc.
Gould Electronics GmbH
韓国日鉱金属株式会社

香港日鉱金属有限公司

日鉱富士電子株式会社

日鉱コイルセンター株式会社

東莞日鉱富士電子有限公司

日鉱金属（蘇州）有限公司

無錫日鉱富士精密加工有限公司

Nippon Precision Technology (Malaysia)
Sdn. Bhd.

上海日鉱金属有限公司

環境リサイクル事業

日鉱環境株式会社

苫小牧ケミカル株式会社

日鉱敦賀リサイクル株式会社

日鉱三日市リサイクル株式会社

神峯クリーンサービス株式会社

その他の事業

日鉱商事株式会社

日本マリン株式会社

株式会社日鉱物流パートナーズ

日鉱美術工芸株式会社

台湾日鉱金属股 有限公司

Materials Service Complex Malaysia Sdn.
Bhd.

●文中の下線部分は、より詳しい説明を用語集（P91～P94）に掲載しています。
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日鉱金属グループの事業概要

日鉱金属グループは、資源開発・製錬から素材の生産・販売、そして環境リサイクルまで一貫した非鉄関連事業

を展開しています。技術的合理性、効率性を追求し、未来を支えていく貴重な金属資源のさらなる有効利用に努

めています。

資源開発事業

高い自山鉱比率を目指して

優良な鉱山開発プロジェクトに企画段階から積極的に参

加しています。さらに自主鉱山開発を推進しており、カセロ

ネス銅鉱床の開発では経済性調査（Feasibility Study）を実
施しています。

環境リサイクル事業

非鉄金属資源のリサイクルで資源循環型社会の構築に貢献

リサイクル原料から銅や貴金属等を回収する「リサイクル

事業」と、二次廃棄物を出さずに産業廃棄物を無害化処理す

る「環境事業」を行なっています。茨城県日立市のHMC工
場の稼動により、「都市鉱山」のさらなる開発を推進してい

きます。
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磯原工場 
白銀工場 
戸田工場 
一関製箔（株） 
倉見工場 
倉見工場川崎分工場 
日鉱富士電子（株）磯原工場 
日鉱富士電子（株）日立工場 
日鉱コイルセンター（株）倉見事業所 
日鉱コイルセンター（株）川崎事業所 
日鉱商事（株）高槻工場 
 

1
2
3
4
5
6

日鉱製錬（株）日立精銅工場 
日鉱製錬（株）佐賀関製錬所 
日比共同製錬（株）玉野製錬所 
春日鉱山（株） 
日本鋳銅（株）佐賀関工場 
黒部日鉱ガルバ（株） 

金属製錬事業 

1
2
3
4
5
6

HMC工場 
日鉱環境（株） 
苫小牧ケミカル（株） 
日鉱三日市リサイクル（株） 
日鉱敦賀リサイクル（株） 
神峯クリーンサービス（株） 
 

環境リサイクル事業 

電材加工事業 

11

HMC工場

金属製錬事業

世界トップクラスの銅生産能力とコスト競争力

国内外の企業との業務提携を通じて質・量ともに世界トッ

プクラスの生産者連合体を構築し、銅・金・銀等の非鉄金属

の生産・販売を行っています。

電材加工事業

高い技術力を駆使し、多数の製品で世界トップクラスのシェア

圧延銅箔、電解銅箔の製造・販売を行なう「銅箔事業」、ス

パッタリング・ターゲット材や化合物半導体材料等を扱う

「薄膜材料事業」、各種金属の精密圧延と金めっき・プレス等

の精密加工を行なう「加工事業」の3事業を展開しています。
さらに、車載用リチウムイオン電池用正極材等の再生可能エ

ネルギー関連の素材事業にも注力していきます。

日鉱製錬（株） 佐賀関製錬所 日比共同製錬（株） 玉野製錬所

りん青銅条半導体用ターゲット

事業活動の流れ

日鉱金属グループの事業所
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コジャワシ鉱山※ 

エスコンディーダ鉱山※ 
ロス・ペランブレス鉱山※ 
チリ事務所 
パンパシフィック・カッパー チリ事務所 
ミネラ・ルミナ・カッパー・チリ 
カンパニア・ミネラ・ケチュア 

※日鉱金属グループが出資する鉱山です。 

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14

ニッコー・メタルズ・USA
グールド・エレクトロニクス 
ニッコー・メタルズ・ヨーロッパ 
韓国日鉱金属 
豊山日鉱錫めっき 
上海日鉱金属 
日鉱金属（蘇州） 
蘇州日鉱材料 
無錫日鉱富士精密加工 
東莞日鉱富士電子 
香港日鉱金属 
ニッコー・メタルズ・フィリピン 
ニッポン・プレシジョン・テクノロジー（マレーシア） 
ニッコー・メタルズ・シンガポール 

金属資源開発事業 
1
2
3

常州金源銅業 
LS-ニッコー・カッパー 
オーストラリア事務所 

4 日三環太銅業（上海） 

金属製錬事業 

1
2
3

日鉱商貿（上海） 
台湾日鉱金属 
マテリアルズ・サービス・コンプレックス・マレーシア 

環境リサイクル事業、その他 

電材加工事業 

日
鉱
金
属
グ
ル
ー
プ
の
概
要
／
日
鉱
金
属
グ
ル
ー
プ
の
事
業
所

国内の主な事業所

海外の主な事業所ロス・ペランブレス銅鉱山（チリ）
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当社は金属と石油をコア事業とする持株会社「新日鉱ホー

ルディングス」の、金属事業を担う中核事業会社です。

日本有数の銅鉱山であった日立鉱山（1905年操業開始）を

発祥の地とする当社は、銅という金属を背骨に資源・素材事

業の上流から下流まで一貫して手懸ける総合非鉄メーカーで

す。上流（資源開発）、中流（金属製錬）、下流（電子材料、金属

加工、環境・リサイクル）の各部門をそれぞれ骨太に、かつバ

ランス良く成長させるとの方針のもと、グローバルに事業を

展開しております。

さて、「死んだ地球からはビジネスは生まれない。（There

is no business to be done on a dead planet.）」との言葉

にもありますとおり、世界的に気候変動への警鐘が鳴らされ

る等、社会の持続可能な発展に向けて、企業も地球市民とし

ての対応が強く求められています。

振り返りますと、当社は創業当初から、日立鉱山における

大煙突の建設や大島桜の植林に象徴されるように（新田次郎

著の「ある町の高い煙突」は、本件をテーマに書かれておりま

す）、環境問題を始め地域社会との共生を念頭において事業

活動を行なってまいりました。

CSRの先駆ともいえるこの事業活動の基調を踏まえ、当

社は、資源と素材のグローバルプレーヤーとして、地球規模

で社会との共生を追求するとの認識のもと、グループを挙げ

てCSR活動に取り組んでおります。

CSRを考える上での当社事業の特色は、

①日常生活や産業活動を広く支える基礎的な金属資源や素

材を社会に供給していること

②限りある地球資源を直接原材料とし、資源開発から最先

端素材の製造・加工、そしてリサイクルまで一貫した循環型

の事業形態を志向していること

③事業活動は、グローバルかつ広範多岐に展開していること

等です。

かかる特色を踏まえ、当社では全ての事業領域においてム

リ･ムダの排除とリサイクルを念頭に置き、弛まぬ技術開発

をベースにした「生産性の革新」を追求する、併せて地球環

境・将来世代を含む多種多様な「ステークホルダーとの共生」

に努める中で、「持続可能な循環型社会の発展に貢献してい

く」との意思を、企業理念として制定しました。

この企業理念を実現するためのCSR活動の取り組みは、

日常の事業活動の中で、従業員全員が当たり前のように持

続できる事が必要不可欠であります。その意味で、CSR活動

は事業活動そのものであるとの認識のもと、中期計画を策定

のうえ年次展開を推進しております。

2008年度には、活動の主役である従業員一人ひとりの行

動レベルにまでCSRの浸透・定着を図るべく、「CSR活動方

針」を制定しました。これは企業理念として掲げる「資源と素

材の生産性革新」、「ステークホルダーとの共生」を具体的に

どう実践していくかを、事業ごとに明示したものです。本方

針のもと活動計画を策定し、PDCAサイクルを回すことに

より、CSR活動を日常の業務として実践・実感できるように

していく中で、その定着を図ってまいります。

21世紀は、資源が希少品化する時代であると言われてお

ります。それだけに、当社グループが担う資源と素材の安

定供給という社会的使命はより重くなってまいります。本

リポートの中でも報告していますが、海外での新規鉱山開発

はもとより都市鉱山とも言われる使用済み携帯電話等から

のレアメタルの回収、電気自動車向けリチウムイオン電池素

材の開発等、当社独自の技術力をベースに様々な角度から

の取り組みを展開しています。今後とも、企業理念の実現に

向けて、CSR活動を強化・定着させていく中で、課された使

命を果たしていく所存です。

当社グループは、持続可能な社会の発展を目指す ICMM

（国際金属・鉱業評議会）の基本原則およびEITI（採取産業事

業透明性イニシアティブ）の考えに賛同しております。また、

2008年8月には、国連「グローバル・コンパクト」に参加し、

10原則への支持を表明しました。「サステナビリティリポー

ト2009」は、この様な取り組みを反映させるとともに、「アプ

リケーションレベルＡ＋」を取得した2008年度版に引き続

き「GRIガイドライン第3版」に準拠し作成いたしました。特

に本年度は、前回リポートから明確にした重要テーマのうち、

ステークホルダーの皆様の関心が高い「都市鉱山開発」等の特

集を充実させ報告しております。

当社グループは広範かつ多面的な｢企業の社会的責任｣を

意識したうえで、活動してきた内容を自ら検証するととも

に、それらを積極的に社外に発信し、広くご意見を賜ること

により、今後のCSR活動を一層深化・進展させてまいりた

いと考えております。

皆様のご理解を深めていただくとともに、忌憚のないご意

見を賜れば幸甚に存じます。

追記

2009年6月13日に、当社グループの鉱石荷役等を事業と

する日照港運（株）において、従業員3名が死亡する災害が発

生しました。私は日鉱金属グループの経営最高責任者とし

て、かかる重大災害の発生を深刻に受け止め、事業存続の大

前提である「安全・防災の確保」の再徹底に全力を尽くして

まいります。

日鉱金属株式会社　
代表取締役社長　CSR推進委員長

私たちは、資源と素材の生産性を革新し、ステークホルダーと
共生することにより、社会の持続可能な発展に貢献します。

資源・素材事業に携わる地球市民として

CSR活動は事業活動そのもの

当社グループのCSR活動に対するご理解と
ご意見を

日鉱金属 サステナビリティリポート 2009 0605 日鉱金属 サステナビリティリポート 2009

資源と素材の安定供給に向けて

社長メッセージ
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新日鉱グループは、資源・素材・エネルギーの

安定的・効率的供給と有効活用に努め、より良い地球環境と

持続可能な社会の構築に貢献します。

私たちは、非鉄資源と素材を安定的に供給することが社会的使命であるとの認識の

もと、鉱物の探査・採掘・製錬から金属加工・電子材料製品までの生産・販売・開発等

事業活動のあらゆる面において、技術的合理性、効率性、品質・特性の向上等を追求す

る一方、ゼロエミッションを目指したリサイクルを促進することにより、資源と素材の

生産性の革新に継続して取り組んでまいります。

併せて、お客様、地域社会をはじめとする様々なステークホルダーとの共生関係を維

持・向上してまいります。

これらを通じて、私たちは、地球規模で社会の持続可能な発展に貢献してまいります。

私たちは、CSR活動を企業理念と企業行動規範に従って展開する、事業　活動そのものであると考えています。

当社の企業理念は、新日鉱グループ理念のもと策定しています。

1.社会的使命
たゆまぬ技術開発をベースに、責任をもって製品設計を行うことにより、限りある資源から、多様な製品

を無駄なく、効率的に開発・生産するとともに、リサイクルを推進し、環境負荷を低減することにより、顧

客・社会の満足と信頼を獲得します。

2.法令、ルールの遵守および公正な取引
国内外の法令、ルール等を遵守するとともに、社会良識にしたがって、公正・透明・自由な競争・取引を行

います。

3.企業情報の開示および個人情報の保護
株主はもとより、広く社会とのコミュニケーションを行い、企業情報を積極的かつ公正に開示するととも

に、個人情報の保護に注力いたします。

4.職場環境の確保
従業員の人格・人権・個性を尊重するとともに、安全防災を最優先した働きやすい職場環境を確保します。

5.環境の保全
環境問題への取り組みは、企業の存在と活動に必須の要件であるとの認識のもと、地球環境の保全活動

（生物多様性の維持を含む）に自主的、積極的かつ継続的に取り組みます。

6.リスク管理の充実・強化
根拠あるデータに基づく管理システムを構築し、リスク管理を充実・強化します。

7.社会との共存共栄
社会貢献活動を積極的に推進し、「良き企業市民」として社会との共存共栄を図ります。

8.国際的な事業活動
国際的な事業活動においては、関係する国や地域の人々の基本的人権を守るとともに、文化・慣習を尊重

し、持続可能な発展に貢献する経営を行います。

9.反社会的行動の排除
社会の秩序や安全を脅かす反社会的な勢力や団体とは、毅然として対応します。

10.経営幹部の責務
経営幹部は、この行動規範を率先垂範・周知徹底するとともに、規範に反する事態が生じたときには、自ら

その原因究明、再発防止に当たり、社会への迅速かつ的確な情報の公開と説明責任を果たします。

私たちは、非鉄金属の資源開発・製錬から金属加工、電子材料、環境リサイクルまでの各分野を一貫して担う非

鉄資源・素材の総合メーカーとして、次の行動規範に従って事業活動を展開し、顧客・社会の満足と信頼を獲得

して、持続可能な社会の創造に貢献する国際的優良企業を目指します。

企
業
理
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・
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業
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範

私たちは、資源と素材の生産性を革新し、

ステークホルダーと共生することにより、

社会の持続可能な発展に貢献します。

日鉱金属の企業行動規範 Code of Conduct日鉱金属企業理念 Corporate Philosophy

新日鉱グループ理念

企業理念・企業行動規範
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CSR活動方針

日鉱金属グループのステークホルダー

ステークホルダーとの対話

ステークホルダー・ミーティング2009

CSR活動／2008年度目標、実績および2009年度の目標

日鉱金属グループが考える重要テーマ

特集～私たちが重要と考える3つのテーマ

（1）資源循環型社会の構築

（2）環境配慮型の技術開発

（3）気候変動（地球温暖化）への取り組み

2008年度の改善活動

日鉱金属グループのCSRのルーツ
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of the Nippon Mining & Metals Group

会社概要

経営体制

日鉱金属の経営体制は、各事業を遂行する「事業部門」、企

画・経理・総務・環境安全等のスタッフ機能を担う「コーポ

レート部門」、技術の開発を行なう「技術開発部門」により構

成されています。

事業部門は、「金属事業本部」および「電材加工事業本部」に

より構成されています。

新日鉱グループについて

新日鉱グループは、銅と石油を中心とした資源・素材・エ

ネルギーの安定供給に努め、社会・経済の発展に尽力してき

ました。日鉱金属による金属事業とジャパンエナジーによる

石油事業を2大中核事業と位置づけ、グループ総体としての

効率的経営、経営資源の最適配分などを通じ、各業界でトッ

プクラスの競争力・収益力を確保することに努め、企業価値

の一層の向上を図っています。

会 社 名

資 本 金

代 表 者

従業員数

売 上 高

経常利益

本社所在地

事業内容

：

：

：

：

：

：

：

：

日鉱金属株式会社

245億円（2009年3月31日現在）
代表取締役社長　岡田　昌徳

連結　約5,593名（2009年3月31日現在）

9,021億円（2009年3月期　連結ベース）

285億円（2009年3月期　連結ベース）
〒105-0001 東京都港区虎ノ門2-10-1
資源開発事業　　

金属製錬事業　

電材加工事業　

環境リサイクル事業

事 業 所

海外事業所

：

：

日立事業所（茨城県）

白銀工場（茨城県）

HMC工場（茨城県）
磯原工場（茨城県）

技術開発センター（茨城県）

倉見工場（神奈川県）

戸田工場（埼玉県）

チリ事務所

オーストラリア事務所等

※日鉱金属グループは、海外10ヵ国で事業を展開しています。

監査役
CSR推進委員会

技術開発会議

コーポレート部門

金属事業本部 電材加工事業本部 技術開発本部

事業部門

銅事業部 環境リサイクル事業部 銅箔事業部 薄膜材料事業部 加工事業部

新日鉱ホールディングス株式会社

株式会社ジャパンエナジー 日鉱金属株式会社

（2009年4月1日現在）

社長



日鉱金属 サステナビリティリポート 2009 1211 日鉱金属 サステナビリティリポート 2009

C
S
R
活
動
方
針
／
日
鉱
金
属
グ
ル
ー
プ
の
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー

CSR活動方針

私たちは“CSR活動は事業活動そのものである”との基本認識に立って、企業理念を実際のCSR活動（事業活動）
に具体的にどう展開していくのかを「CSR活動方針」としてまとめました。
この「CSR活動方針」に沿って、年度ごとに具体的な活動計画を策定し、PDCAサイクルを回すことにより、CSR
活動の円滑な推進を図ります。

資源と素材の生産性革新 様々なステークホルダーとの共生

●地球資源を直接原材料としている特徴を踏まえて、限り

ある資源を無駄なく、効率的に採掘、製錬、加工、そして

リサイクルすることを継続的に実行するため、事業活動

のあらゆる工程および側面における生産性の革新

●未利用低品位硫化銅鉱からの銅回収技術の開発

（バイオ・マイニング）

●グループ各製錬所（佐賀関、玉野、LS-NIKKO）の連携強
化による生産性の向上（効率化、技術強化等）

●低品位銅精鉱から銅・貴金属を効率的に回収する湿式

製錬技術の開発（日鉱式塩化法）

●品質･特性等の革新に向けた製品開発の促進

●難処理物（石綿、微量PCB含有機器等）の安全処理の
促進

●リサイクル原料からの貴金属、レアメタル、レアアー

ス等の回収（都市鉱山開発の促進）

●企業行動規範の遵守

（公正な取引、法令遵守、地球環境保全、安全・防災、情

報開示等）

●社会貢献活動の推進（国内外）

（事業活動の特性に応じた貢献活動の展開）

●世界基準（World Bank Environment, Health and
Safety Guidelines）のクリアーを前提とした鉱山開発

●環境調和型の製錬技術開発

（SOxを発生させない等）

●環境配慮型電子材料の追求

●ゼロエミッションに向けたリサイクルの促進

共
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上流

中流

下流

日鉱金属グループのステークホルダー

日鉱金属グループの事業活動は、様々なステークホルダーの皆様（利害関係を有する方々）に支えられています。

日常的に関わりの深いステークホルダーの皆様と日鉱金属グループの主な責任を下表のようにまとめました。こ

れらの皆様と機会あるごとに密接なコミュニケーションを取りつつ、今後もより良好な信頼関係の構築に努めて

いきます。

事業活動を通じて、普段から頻繁かつ密接な

関わりを持つお客様の様々なご意見・ご要望

にお応えし、ご期待に沿うことが最重要課題

の一つであると認識しています。

当社グループの製品面での価値を高める上

で、お取引先は重要なパートナーであり、相

互の信頼関係を踏まえ、｢グリーン購入ガイド

ライン｣に基づく購買体制を構築しています。

新日鉱グループの中核事業会社である当社に

対し、企業経営の透明性に関するご要望が大

きいことを踏まえ、株主・投資家の皆様への

説明責任の重要性を再認識しています。

当社グループのCSR活動を展開する上で、従
業員が中心的な役割を果たしています。諸制

度や教育等を通じて、個々の能力を効果的に

引き出すようにしています。

当社グループが今後の新しい技術を模索する

にあたって、また将来世代を育てていく上で、

産官学団体の皆様は良きパートナーであると

認識しています。

今や全世界的な課題となった地球環境問題に

ついて、当社グループの役割や貢献内容を視

野に入れ、臨むべき方針・姿勢を明確にし、

事業活動に反映しています。

事業活動の展開にあたっては、地域社会・国

際社会の皆様のご理解を欠かすことはできま

せん。様々な交流の機会を通じて、多くの

方々の声を拝聴するようにしています。

当社グループのCSR活動を幅広く展開する
上で、特色ある活動を推進しているNPO・
NGOの皆様との対話、協力関係が、大きな力
になると考えています。

将来の社会を担う世代の皆様も、当社グルー

プにとって欠かせないステークホルダーで

す。社会における当社グループの役割を伝え

ることができるよう、対話を行っていきます。

お客様

お取引先

株主・投資家

従業員

産官学団体

地球環境

地域社会・国際社会

NPO・NGO

将来世代

●価値ある製品の提供

●製品安全面・環境面の情報提供

●品質の一層の改善

●サービス面の向上

●公正な取引

●購買方針、グリーン購入ガイドライ

ンの提示による環境保全の推進

●物流効率化、リサイクル等での協働

●新日鉱ホールディングス（株）を通し

た適切かつ適時の情報開示

●経済、環境、社会の各側面からの企

業価値の向上

●職場環境の整備

●公正な機会の提供と多様性の確保

●人材育成制度等の整備

●CSRアンケートの実施

●幅広い分野に関する提言

●科学技術の振興

●環境法規制の遵守

●ICMM（国際金属・鉱業評議会）の会
員企業として、地球環境保全、持続

可能な社会の実現に向けた諸活動

の実施

●地域環境の保護（自治体等の環境規

制の遵守）

●国内外事業所における事故、災害の

防止

●各国の文化、慣習の尊重

●社会貢献活動における協働（貧困防

止、環境保護等）

●現状の諸課題を克服するための方策

の検討および実施

●環境保全全般に対する意識の醸成

●ものづくりによる社会的貢献度の重

要性の啓発

●当社グループ製品・サービスのご紹

介・ご提供

●新規開発品等に関するご相談

●製品安全面・環境面の情報提供

●展示会等における情報交換

●新日鉱プロキュアメント（株）を通し

た日常の取引

●株主総会

●投資家向け説明会（新日鉱ホールディ

ングス（株）との連携）

●自己申告制度の実施

●労使協議会

●安全衛生委員会

●CSRアンケートの実施
●CSR座談会の実施
●諸団体への加入および例会等への定

期的な参加

●大学および研究機関との共同研究等

●国家プロジェクトへの参画

●ICMMの各種プロジェクトへの参画
●国際会議等での情報・意見交換

●地域社会への貢献活動（清掃活動、防

災活動等）

●納涼祭、意見交換会等の定期的な実施

●国際会議、展示会等への参加

●国際協力

●NGO活動の支援、意見交換
●NPOおよびNGOとの対話

●工場見学会等の随時実施

主なステークホルダー 日鉱金属グループの主な責任 主な対話方法
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ステークホルダーとの対話

日鉱金属グループでは、多様なステークホルダーの皆様の「声」をCSR活動に反映していくために、様々な機会を
利用してステークホルダーとの「対話」を図っています。

2008年度は、①サステナビリティリポート2008に関する従業員アンケート調査、②従業員との座談会、③ステー
クホルダー・ミーティングなどを実施しました。こうした対話を通じて、日鉱金属グループのCSR活動についての
理解を深めていただくとともに、ステークホルダーからのご意見を活動の改善に役立てていきたいと考えています。

ステークホルダー・ミーティング 2008

日鉱金属グループは、前年度に発行した「サステナビリティ

リポート」をもとに、「ステークホルダー・ミーティング」を

開催し、有識者の方々から様々なご意見・ご要望をいただい

ております。2008年度はサステナビリティリポート2007
年度版をもとに2008年4月にステークホルダー・ミーティ
ングを開催しました。

和泉 良人氏
太平洋セメント株式会社 CSR推進部長

中庭 知重氏
社団法人産業環境管理協会
環境マネジメント標準チーム長　
製品環境情報事業センター主査

水口 剛氏
高崎経済大学経済学部経営学科教授

満田 夏花氏
財団法人地球・人間環境フォーラム　
企画調査部　主任研究員

日鉱金属グループが考える重要テーマ・特集

事業活動と環境のかかわり

社長メッセージ　　　

企業理念・企業行動規範・CSR活動方針

環境配慮型の製品技術の開発

内容 %

14.7

12.0

9.4

7.3

6.5

興味関心を持った内容を選んでください（全対象）

※役職名は開催当時のものです。

従業員アンケートの実施

従業員座談会の開催（国内12箇所、海外11箇所、合計23回開催）

毎年度実施しています国内外の各事業箇所・関係会社に

おける説明会の開催に合わせ、2008年度は主要拠点約20箇
所において従業員座談会を開催し、約150名が参加しまし
た。座談会を通じ、サステナビリティリポート2008に関す

る従業員の率直な感想や、CSR活動における従業員の考え
について生の声を聞くことができました。座談会を通じて、

CSRに関する認識の浸透および共有化を推進することがで
きました。

ご要望1 …… 都市鉱山やリサイクルに取り組むことの重要性についてより詳細にアピールしてほしい

対 応 （1）2009年度は特に資源循環型社会の構築、都市鉱山の活用について特集を組み、詳細に記載しました。

ご要望2 ……「生物多様性」等鉱山に関する情報の開示に努めてほしい

対 応 （1）2008年9月より、カセロネス銅鉱床の経済性評価を開始し、「生物多様性」に関する課題等を整理しているとこ
ろです。

ご要望3 …… 自主的な指標やその達成度についての掲載方法をもっと工夫してほしい

対 応 （1）2008年度よりCSR活動方針に基づいた各事業での具体的な目標を設定し、これに対する実績・達成度の評価
を行っております。結果を2009年度版のリポートに掲載しました。

ご要望5 …… 個別のCSR活動について、「何故こういった活動に取り組んでいるのか」等の説明がほしい

対 応 （1）2009年度版リポートでは、「個別CSR活動について何故こういったテーマを選定し、これらに取り組むことに
よりどういった効果が出ているか、あるいは期待できるか」について重点的に記載しました。

ご要望4 …… チャレンジ意識や姿勢をもっと前面に出してほしい

対 応 （1）環境関係では、省エネ推進部会を設置して全体的な省エネおよびCO2削減活動を推進しています。

（2）最終処分廃棄物量についてはより高い削減目標を設定し、廃棄物の削減に努めています。

《 ステークホルダー・ミーティング（2008年4月開催）でのご要望と当社における対応 》

2008年11月に、日鉱金属の全役員・社員を調査対象にし
てアンケートを行いました。（回収率90.2%）
アンケートでは、活動とリポートの全般および各テーマに

関して質問しました。

「CSR企業理念を理解しているか」、「企業行動規範をいつ
もまたは時々意識しているか」という設問に対し、それぞれ

約80%が肯定的な回答をするなど、CSR活動への理解は高
まっている結果となりました。一方で「個々人の業務の中で

CSR活動をより高く意識を持つ必要があると再認識した」、
「海外まで含めた従業員全体にCSRの意識を浸透するための
活動を強化して欲しい」などの声があり、従業員一人ひとり

が意識を持って業務を行なえるよう継続的な啓発活動が必要

であることが分かりました。

「リポートの中で最も興味を持った内容は?」という設問で
は約15%が「日鉱金属が考える重要テーマ・特集」と回答し、
従業員は会社の方向性や経営方針に高い興味・関心を持って

いるという結果になりました。

サステナビリティリポート2008 従業員アンケート用紙

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
と
の
対
話



●日比保史 氏

CSR活動に対する真摯な姿勢が伝わるリポート。活動の効果や影響

の記載が課題。

必要だと思われる情報は全て盛り込まれてお

り、CSR活動に対する真摯な姿勢が伝わって
くるリポートだと言えます。例えば、環境報告

関係の指標について、原単位についても言及

するなど、昨年のステークホルダー・ミーティ

ングの意見を反映している点は評価できます。

但し、環境データなどはかなり詳細に記載さ

れている一方、そう言った環境への取り組み

の結果が、社会にどのような影響を与えるのかが見えてきません。例

えば、環境影響についても、原単位と総量をセットで示せば、もう少

し全体像が見えてくるのではないでしょうか。貴社のCSR活動が実
際の社会や世界の中でどのような位置付けにあるのかについて、もう

一歩踏み込んだ内容の記載がほしかったです。

●柴田和佳子 氏
社会面でのデータのきめ細かさを大きく評価。社会面の目標設定に期待。

多くの企業のCSR報告書では、環境関連情報
に比べると、社会面での定量的な情報の開示

は進んでいません。そうした中、このサステナ

ビリティリポートでは、社会面での定量的な

データをきめ細かく開示されており、情報開

示に対する誠実さを見て取ることができまし

た。一方、人材育成面での目標設定は、どうし

ても定性的になりがちですが、定量的な目標

を含めたより具体的な内容を示すことができればなおよかったと思

います。さらに、例えば「私たちが重要と考える3つのテーマ」のペー
ジに欲しい情報を全て集約するなどの工夫をすることにより、冊子と

しての読みやすさが改善されると思います。

日鉱金属では、ステークホルダーの皆様からご意見を賜り、多様な視点を取り入れることで、より有意義な

CSR活動を推進していくことが重要だと考えています。
今回、環境・CSR分野でご活躍されている有識者4名の方々にお集まりいただき、2008年度版サステナビリ
ティリポートに対するご意見をいただくとともに、今後当社に求められるCSR活動のあり方について議論し
ていただきました。

●日比保史 氏

3つの重要テーマの選定は納得。生物多様性に関するテーマを積極的

に取り上げていくことに期待。

ステークホルダー・ミーティング自体を、重要テーマ選定プロセス

に組み込んでいる点は素晴らしいと思います。また、リポートに記

載されている3つのテーマが重要テーマとして選定されたことに
ついても納得できます。但し、貴社の事業内容を踏まえると、生物

多様性が重要テーマの中に入らなかったのは残念です。特に鉱山

業では国際的には生物多様性に関わる取り組みが盛んに行われて

います。今後は、環境・生態系への影響をどのように低減していく

か、その考え方や実施プロセスが問われることになると思います。

●柴田和佳子 氏
テーマ抽出プロセスの開示は評価。社会面に関するテーマ設定が不足。

テーマを絞り込むためのプロセスに関する情報開示は評価できま

す。その一方で、ステークホルダーの関心の高さに関する優先付け

をどのように決めたのかについて、このリポート上だけではわか

らなかった点が残念です。また、重要テーマとして社会面に関する

テーマが取り上げられていないことについて意外に思いました。

●倉阪秀史 氏
生物多様性は生態系の資源循環の視点を。

重要テーマの絞込みのプロセスの中で、第2段階（重要テーマの優
先順位付け）においてどういう観点で優先付けを行ったのかを、マ

トリクス表などを活用して説明があればよかったと思います。ま

た、私も生物多様性が重要テーマにないのが気になりました。現在、

資源循環型社会の構築が重要なテーマとなっており、これには生

態系の循環をできるだけ乱さないという命題も含まれています。貴

社が取り組んでいるバイオ・マイニングやゼロエミッションに焦

点を当てることで、生態系への配慮、生物多様性に関する説明がで

きるのではないでしょうか。

●榎本裕子 氏
サプライチェーンの改善に向けた取り組みに焦点を当ててほしい。

重要テーマ選定のプロセスの中で、“人権”についてはどのような検

討がなされたのか知りたいところです。海外では、取引先の労働環

境についてもステークホルダーにとっての関心事の一つです。労

働環境の管理方法についてチェックすることで、人権を考慮した

サプライチェーンの改善に取り組むことも望まれています。今後

は、人権についてもテーマの一つとして取り上げる事を検討して

欲しいと思います。

開催日時：2009年2月24日午後1時30分～4時30分　　場所：新日鉱グループ六本木クラブ

●日比保史 氏
社会的な使命を意識したCSR活動の継続を。

例えば、「都市鉱山を開発することによりどれだけ環境負荷の低

減が実現できるのか」といった考えを念頭に置き、有意義なCSR
活動を継続していって欲しいと思います。また、社会貢献活動に

ついても、自社の事業内容を勘案しつつ、社会の潜在的なニーズ

を読み取り、効果的に社会に貢献する妥当性の高い活動を実施し

ていくことで、日鉱金属の企業価値を高めていけるのではないで

しょうか。

●柴田和佳子 氏
日鉱金属として企業理念に沿った本質的なCSR活動を展開してほしい。

電機業界でいち早く進むCSR調達など、ステークホルダーの関
心はさらに多様化しています。こうした動きに対応することは

重要ですが、それだけを優先して自社の理念から離れたCSR活
動となってしまっては本末転倒です。企業理念に沿った本質的な

CSR活動を展開していってほしいと思います。また、2008年度に
CSR活動に関する従業員アンケートを実施されているのであれ
ば、その結果をリポートに記載してはいかがでしょうか。従業員の

声や顔が伝わるリポートにすることで、CSR活動への関心および
理解の促進にもつながるはずです。

●倉阪秀史 氏
長い事業サイクルの最後まで考えて計画している姿勢が重要。

生物多様性に関する取り組みについて、より充実した説明をして

ほしいと思います。例えば、休廃止鉱山への植林活動は、社会貢献

活動の範囲に留まらず、長い事業サイクルの最後まで計画して事

業活動に取り組んでいるという姿勢をアピールできます。御社の

事業は、循環型社会の全てのフェーズを持っているのが強みであ

り魅力だと思います。是非、その点をPRしていってほしいと思い
ます。

●榎本裕子 氏
「攻めのCSR」活動は企業体質の強化にもつながる。積極的な活動を

続けてほしい。

海外におけるCSR活動において、実際にどのような活動に取り組
んでいるのか、もう少し焦点を当ててほしいと思います。また、新

たなチャレンジとして、どのようなことに取り組もうとしているの

か「攻めのCSR」活動を浸透させていくことは、企業体質そのもの
の強化にもつながりますので、今後も積極的な活動に期待してい

ます。

本日は貴重なご意見をいただき、ありがとうございました。皆様からは、日鉱金属のCSR活動はどうあるべ
きか、どう説明していくべきかという視点で積極的にご意見をいただきました。限りある資源の活用に直接
携わる企業として、偏った説明に陥ることなく、よりわかりやすい説明を通じて、日鉱金属ならではのメッ
セージを発信していきたいと考えています。社会の持続可能な発展に向けた課題に、今後も真摯に取り組む
日鉱金属にご期待ください。

ミーティングを受けて

●倉阪秀史 氏

GRIに準拠する報告書としてはトップレベル。より具体的でわかりや

すい説明が欲しいところ。

日鉱金属のサステナビリティリポートは詳細

にまとめられており、GRIに準拠するCSR報
告書としてはトップレベルのものと思います。

特に自社にとって不利益となる情報もきちん

と開示することで、リポートの信頼性が高め

られていると評価できます。一方、鉱山開発や

金属製錬、廃棄物のリサイクル事業が、実際に

操業している地域社会へどのような影響を与

えているのかについて、もう少しわかり易い説明が欲しかったです。

また、社会的に関心の高い分野である海外事業における環境保全活動

について、具体的な内容が読み取れない点が残念です。

●榎本裕子 氏
理解促進への配慮があり、好感の持てる報告書。

情報量も多く、データも専門的で非常に質の高

い報告書です。また、社長メッセージから

「CSRは事業の根幹」という真摯な思いを読み
取ることもできました。企業理念や事業に対す

る基本的な考え方をどのようにCSR活動に落
とし込んでいるのかなどを、役員の方から説明

する形式を採ることにより、そのメッセージ性

をより強化できると思います。さらに、従業員

関連の記載については定量的なデータを拡充し、そのデータに対する

会社の考え等を紹介することで、貴社のCSR活動に対する取り組み
方をより鮮明に伝えられると思いました。

日比 保史 氏
コンサベーション・インター
ナショナル日本プログラム
代表

柴田 和佳子 氏
沖電気工業株式会社CSR部　
部長（CSR推進担当）

倉阪 秀史 氏
千葉大学法経学部　
総合政策学科　教授

榎本 裕子 氏
グローバル・コンパクト・ジャ
パン・ネットワーク事務局
次長

Q「サステナビリティリポート2008」に対するご意見・ご感想を教えてください。

Q日鉱金属が考える重要テーマの抽出方法およびテーマについてご意見・ご感想を教えてください。

Q 今後の日鉱金属CSR活動への期待に関するご意見をいただけますでしょうか。
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日鉱金属株式会社　常務執行役員（開催当時） 加賀美 和夫

ステークホルダー・ミーティング2009

※ご参加していただいた方々の役職名は、開催当時のものです。



事業活動のあらゆる工程および

側面における生産性の革新

［1］生産性革新の推進

［2］環境における生産性革新
①エネルギー消費原単位削減

（2003～2005年度平均に比べ、
3%減）

②CO2排出原単位削減（2003～
2005年度平均に比べ、4.5%減）

③廃棄物最終処分原単位削減

（2003～2005年度平均に比べ、
18%減）

合計　4件

合計　2件

2003～2005年度平均に比べ、2.7%減

2003～2005年度平均に比べ、5.4%減

2003～2005年度平均に比べ、60%減

継続実施

継続実施

2003～2005年度平均に比べ、4%減

2003～2005年度平均に比べ、6%減

2003～2005年度平均に比べ、60%減
2009年度以降の目標を見直しました。
（詳細はP54・P57をご参照ください。）

（1）生産性革新による表彰事例
●日鉱製錬（株）佐賀関製錬所　奨励賞1件
●磯原工場　奨励賞1件
●東莞日鉱富士電子有限公司　特別賞1件
●日比共同製錬（株）玉野製錬所　特別奨励賞1件
（2）改善活動等による生産性革新への表彰事例
●佐賀関地区NPM活動　年間功労賞2件

（1）省エネルギーの推進事例
●ロスゼロ活動推進（日鉱環境）

●廃熱回収改善（回収率9%向上）（白銀工場）
（2）CO2削減事例

●DEG運転の改善、高性能チラー／照明導入、コンプレッサー効率運転
（白銀工場）

（3）廃棄物量の削減および有効資源活用事例
●光ディスク用ターゲットスクラップからの金属回収（磯原工場）

●木屑の再利用促進（白銀工場）

○

○

△

○

○

企業行動規範の遵守

（公正な取引、法令遵守、地球環境保全、

安全・防災、情報開示等）

不祥事の根絶

安全防災の徹底

CSR浸透を念頭に置いた各種
教育の実施

法規制に対する対応

地域社会との融和

社会貢献活動の推進

各種認証の取得

（2008年10月、日鉱環境（株）が公正取引委員会から排除措置命令を受けました。）
※2008年度の不祥事発生はありません。
●災害発生件数（不休以上）：31件
●火災・爆発事故：なし

●業務上疾病：なし

（2008年1月～12月実績）

左記項目について、予定どおり実施しました。

該当する8品目について、REACH規制予備登録を完了しました。
また、石綿・PCBについては、2008年度に計画したものについて、全て
処置を実施しました。

各箇所、各社における美化運動、納涼祭等、例年行事を実施しました。

2008年度は、主に左記の項目を実施しました。

●OHSAS18001取得済み：日立地区、磯原地区、戸田地区、倉見地区、
佐賀関地区、台湾日鉱金属（股）（八徳工場）

● ISO14001取得済み：ニッコー・メタルズ・フィリピン

引き続き、不祥事は起こさない。

●災害ゼロに向けた活動の継続。特に、非社員の災害および作業経験

の浅い作業者の災害が増加しており、これらに対する安全教育を強

化する（平成21年度、安全衛生管理方針より）
●業務上疾病ゼロに向けた活動の継続

継続実施

（同上）

（同上）

（同上）

ISO、OHSAS取得に向けた活動を、継続して実施
● ISO／TS16949：磯原工場　　● ISO14001：HMC工場
●OHSAS18001：HMC工場、苫小牧ケミカル（株）、日鉱三日市リサ
イクル（株）、日鉱敦賀リサイクル（株）、日鉱富士電子（株）（磯原工

場）、グールド・エレクトロニクス

（1）不祥事に対する対応
●溶融メタル関連の立入検査（2007年11月）に関する事後対応

（2）安全防災の徹底
●安全な職場環境の確保

●業務上疾病の撲滅

（3）社員教育の実施
●CSR説明会の開催と従業員座談会、アンケート調査の実施
●コンプライアンス教育の実施

●独禁法の研修会

（4）法規制に対する対応
●必要な物質に対しREACH規制予備登録の実施
●石綿およびPCBの計画的処理推進
（5）地域社会とのコミュニケーションの推進
●美化運動

●納涼会等による地域社会とのコミュニケーション

（6）社会貢献活動の推進
●植林活動（大江鉱山）

●ASEAN加盟国の鉱業界におけるCSRワークショップの開催　
●NPO法人2050への支援
●さがのせきまちづくり協議会への支援等

（7）OHSAS、ISOの認証取得
●OHSAS18001：日立地区、磯原地区、戸田地区、倉見地区、佐賀関地区、
台湾日鉱金属（股）（八徳工場）

● ISO14001：ニッコー・メタルズ・フィリピン

○

×

○

○

○

○

○
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具体的な項目および目標

CSR活動方針（共通）

2008年度目標 2008年度実績 2009年度の目標項目・課題達成度評価実施項目

PLAN ACTCHECKDO

達成度評価⇒ ○：目標を達成　△：一部未達成　×：未達成

CSR活動／2008年度目標、実績および2009年度の 目標

CSR活動方針の各項目に対して目標を設定し、PDCAサイクルを回しました。

■資源と素材の生産性革新

■様々なステークホルダーとの共生
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日鉱金属グループが考える重要テーマ

日鉱金属グループでは、事業に関わる経済・環境・社会の各面で様々な課題解決に取り組んでいます。サステナビ

リティリポート2009では、そうした多くの課題の中から、ステークホルダーの皆様に優先的に報告するために最
も重要と考える3つのテーマを選定しました。選定のステップの第1段階としてGRIガイドラインに基づいて重
要テーマ（課題）を抽出し、第2段階としてこれらのテーマの優先順位付けを行っています。最終的には、CSR推
進委員会にて論議し、最重要テーマを選定しています。ここで選定された3つの最重要テーマについてP21以降
に「特集」としてご報告します。

選定された3つの最重要テーマとそのリスクおよび機会

ステークホルダーの皆様へ報告すべき重要テーマを抽出

する過程で、日鉱金属グループの事業に関わる様々なリスク

と機会について検討しました。左記ステップにより選定した

3つの最重要テーマと、それらのリスクおよび機会、並びに
それらに対する当社グループのアプローチについてご説明

します。

気候変動（地球温暖化）への
取り組み

環境配慮型の技術開発

資源循環型社会の構築
～都市鉱山の活用～

●お客様や他のステークホルダーからの
ニーズの変化。
●高機能化等による省資源、高リサイクル
性、環境負荷の低減等の観点からの材料
開発の要請。

●CO2排出量の削減および排出権の獲得
の要請。
●社会的ニーズを受けた省エネ効果の高
い電子材料の開発・提供。

●世界的な資源不足（偏在を含む）による
資源の需給逼迫と資源高。
●リサイクル原料からの効率的な金属回
収技術の開発要請。

省エネ推進部会のもと、2010年までの省エネ
目標を設定し、計画的に温室効果ガスの排出量
を削減します。

お客様からのニーズや社会からの要請をベース
に、今後予測されるリスクに対応できる技術を
確立するため、技術開発センターを中心に各事
業領域において研究開発を進めています。

資源循環型社会の構築に必ず必要となるのが、
資源のリサイクルです。当社の環境リサイクル
事業部では、国内外のリサイクル拠点を活用し、
都市鉱山からの金属資源の回収に取り組んでい
ます。

リスクおよび機会テーマ アプローチ

重要テーマ選定のステップ

第1段階
重要テーマの抽出

GRIガイドラインの重要性原則に則り

34の重要テーマを抽出

第2段階
重要テーマの
優先順位付け

第1段階で抽出された34の重要テーマを、
事業戦略上の重要性の高さおよびステークホルダーの関心の高さで優先順位付け
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各重要テーマについては、CSR推進部にて年度毎の見直し
を行い、CSR推進委員会が承認します。
テーマごとに関連事業部または関連推進部会などによって

実施計画を策定し、取り組んでいます。CSR推進委員会では
その進捗を定期的に報告を受けることで、その状況を管理し

ています。それぞれのテーマの実績詳細については、次ペー

ジから特集しますが、各テーマの実績について、一部の代表

的な例を簡単にご紹介します。

資源循環型社会の構築

金属のリサイクル原料処理能力を増強し、かつ多様な有価

金属の回収を可能にするHMC工場（詳細はP45）では、日鉱
環境（株）にて前処理されたリサイクル原料および佐賀関製錬

所の生産工程中間生産物を原料とし、将来的には金500kg、
銀50トン、白金200kgのほか、亜鉛700トン、インジウム6
トンなどの年間生産量を予定しています。

環境配慮型の技術開発

日鉱金属グループは、製造の際の環境配慮のみならず、そ

の材料が部品として使用され、さらに廃棄される際のことも

考え、環境に配慮した製品の開発を行っています。例えば、素

材の薄肉化による省資源化や環境負荷の低減を目的とした

合金開発があります。日鉱金属グループで開発した高機能銅

合金（ハイパーチタン銅：0.2%耐力900MPa、導電率

20%IACS）は、超高強度でかつ加工性に優れ、リサイクルに
も適した材料です。

気候変動への取り組み

気候変動への取り組みについては、省エネ推進部会にて各

箇所のCO2排出原単位の削減目標を定め、2010年度までに

2003～2005年度の各々原単位の平均値に比し7.5%削減
することを目標として、設備構造、作業改善による省エネ活

動を積極的に推進しています。

重要テーマのマネジメント

●ステークホルダー・ミーティング2007、
2008での関心テーマ

●従業員アンケート調査結果および座談会
での関心テーマ

ステークホルダーの関心の高さ

●各重要テーマの緊急性の高さ

●各重要テーマが経済活動に与える影響度の大きさ

●CSR活動方針

事業戦略上の重要性の高さ

●業界のおもなテーマおよび将来的課題

GRIガイドラインの重要性原則とは?

●ステークホルダーによって挙げられた関心事項

●組織およびステークホルダーにとって重要な法規等

●専門機関または専門家が行なった
調査にて特定された影響やリスク
または機会等

●組織の主要な方針、戦略等 ●組織のコア・コンピ
テンス等●組織の成功に投資した

ステークホルダーの関心事項等
●組織の成功を実現するために
不可欠な要因

●組織にとっての重大なリスク

外部要因

内部要因

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー

の
関
心
の
高
さ

最重要テーマに決定

事業戦略上の重要性の高さ



石油や石炭などの化石燃料、鉄や非鉄金属などの鉱物資源は、現代社会には不可欠なも

のです。私たちは、こうした地球資源を有効に利用することが、将来世代に対して持続

可能な社会を引き継ぐために重要であると考えます。

人類が20世紀に展開してきた生活様式、すなわち「大量生産」、「大量消費」、「大量廃棄」
型の経済・社会活動は、人類に多大な豊かさと利便性をもたらしました。一方で多量の

エネルギーの消費とCO2の排出は、地球温暖化等による気候変動をもたらし、地球環

境に大きな影響を与えたことは否めません。21世紀には、地球資源を効率的に使うと
共に、使用を終えた製品を適正に再利用することにより、資源の浪費を抑え、かつ環境への負荷をできる限り低減する“資源循

環型社会”の構築が必須であるといわれています。
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特集～私たちが重要と考える3つのテーマ

地球資源を大切に～資源循環型社会構築の必要性

私たち人類の社会生活において発生する大量の廃棄物の中には、有用な金属が含有されています。特に人口集中度の高い都市

部においては、廃棄物とともに含有金属が大量に集積することになります。

「都市鉱山」とは、天然の鉱石から抽出され、製錬工程を経て様々な形で一度は人類の経済活動の中に入った非鉄金属のうち、

リサイクルの対象となるものの総称です。

都市鉱山という概念～都市鉱山とは

●CO2排出量の削減（地球温暖化進行の抑制）

都市鉱山から回収されるリサイクル原料から銅地金を製造する場合のCO2発生量は、既存の文献・資料によれば、鉱山から

採掘された鉱石から製造する場合の1/4程度になります。
●埋蔵天然資源の節約

地球に存在する資源の量は限られています。都市鉱山を活用することは、天然資源からの採掘量を抑制することにつながります。

●最終処分場の寿命を延長

都市鉱山開発とは、これまで廃棄されていた「ゴミ」を「資源」にかえること

です。3Rの取り組みを高度化することは、最終処分場の寿命延長に資する
ことになります。

●資源開発に伴う環境への影響度の低減

金属を天然の鉱石から製造する場合、鉱山から鉱石を掘り出す必要があり

ます。銅鉱石の銅の含有率は1%程度です。10円玉の重さは約4.5gですか
ら、10円玉2枚作るためには、約1kgの銅鉱石を掘り出す必要があります。
都市鉱山を開発することは、鉱石の採掘量を減らし、資源開発のコストを削

減することにつながります。

日本の金の供給実績（2007年度） 日本の銀の供給実績（2007年度） 日本の銅の供給実績（2007年度）

（1）資源循環型社会の構築

日本では、2000年に制定された「循環型社会形成推進基本
法」において「3Rの考え方」が導入され、（1）リデュース（発生
抑制）（2）リユース（再使用）（3）リサイクル（再生利用）に加
え、（4）熱回収（サーマルリサイクル）（5）適正処分により、適
正に廃棄物処理やリサイクルが行われるべきであると定めら

れました。

資源循環型社会の実現には、日常においても資源を有効に

活用するとの意識変化や社会生活の変革が必要です。特に近

年、各種電子機器・自動車部品には希少金属（レアメタル）等

が使用されています。これらのリサイクルの対象となる金属

を都市の鉱山と見立て、そこからの資源回収が注目されてい

ます。

当社グループは、銅製錬事業で培った金属の精製技術を駆

使し、都市鉱山から金属の回収を積極的に推進し、資源循環

型社会の構築に貢献しています。

資源循環型社会のモデルと当社グループの関わり

18%
リサイクル原料 

6%
在庫その他 

6%
輸入 

28%
鉱山（鉱石出） 

70%
鉱山（鉱石出） 

78%
鉱山（鉱石出） 

6%
リサイクル原料 

33%
在庫その他 

33%
輸入 

6%
リサイクル原料 

10%
在庫その他 

6%
輸入 

スクラップ類から非鉄金属を回収する場合は、採鉱・運搬・

製錬という一連の作業により生産する場合と比べ、エネルギー

消費量やCO2排出量が少なく、また採鉱に伴う環境負荷も発

生しません。主要なメリットとして以下の点があげられます。

このように様々なメリットがある都市鉱山ですが、2007
年度の都市鉱山から回収された金、銀、銅の量は、国内の消

費量のそれぞれおよそ18%、6%、6%に過ぎません。これ

ら金属の大半は鉱山から新規に採掘された銅鉱石から製造

されています。都市鉱山を積極的に開発することにより、資

源を有効活用することが社会的に要請されています。部　材 素　材 

天然資源  

廃棄物 

都市鉱山の開発 

廃棄物 

廃棄物 廃棄物 

廃棄物 

再生利用 
（Recycle） 

再生利用 
（Recycle） 

再使用 
（Reuse） 

再使用 
（Reuse） 

再使用 
（Reuse） 

発生抑制 
（Reduce） 

製　品 

使用済み製品 

都市鉱山 

●恒常的に大量発生

●最終処分場能力の限界

●環境悪化／健康被害の可能性増大

［ 廃棄物 ］

●資源埋蔵量の枯渇懸念

●産業活動拡大に伴うCO2排出量の増大

●環境規制等に伴う新規資源開発の限界

［ 資源や製品 ］

特
集：

私
た
ち
が
重
要
と
考
え
る
3
つ
の
テ
ー
マ

都市鉱山活用のメリット

都市鉱山開発の実情

鉱山開発&製錬工程 製錬工程のみ 

2.4

0.6

0

1.0

2.0

3.0
（トン） 

銅地金生産量1トン当たりの概算CO2発生量

出典：日本鉱業協会『非鉄金属地金のLCIデータの概要』
（2003年1月） 安達毅、茂木源人　Journal of Life
Cycle Assessment, Japan（2006年7月、P238～
244）

出典：日本金地金流通協会ウェブサイト 出典：日本鉱業協会『鉱山』665号（2008年11月発行）

現状の様々な問題
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特集～私たちが重要と考える3つのテーマ

携帯電話 配線基板

銅管 コネクター

ディスク類 リチウムイオン電池

都市鉱山への関心と期待が高まっていますが、都市鉱山から金属資源を回収すること

は簡単ではありません。天然の鉱山には、金属の品位が高い地層－－「鉱脈」があります。

天然の資源開発は、この「鉱脈」を探し当て、これを掘ることで「鉱石」を得ます。都市鉱

山では、この「鉱脈」をいかに効率的に発見するかが、今後の課題です。都市鉱山の場合、

「鉱石」は使用済み製品または産業廃棄物等です。リサイクルに実際に回されるシステ

ムが既にでき上がっているものについては、「鉱脈」が発見されているといえます。しか

し、「鉱石」の中にはリサイクルされずに、廃棄されているものが大量にあります。現在

の都市鉱山では鉱脈がごく部分的に採掘されている状態に留まっています。

都市鉱山開発の課題

携帯電話回収の問題点

携帯電話には電話帳、送受信メールの記録、写真等多くの個人

情報が記録されています。このため、使用済の携帯電話を手元に

置く人が増えており、リサイクルにまわされる携帯電話の量は

低迷しています。2007年度の携帯電話・PHS本体の回収台数
は、644万台と前年度実績から18万台減少し、2000年度の

1,362万台をピークに減少傾向が続いています。（電気通信事業
者協会調べ）

散逸してしまう都市鉱山の「鉱石」

都市鉱山の鉱石の多くは経済的に利用されずに、「焼却・埋立

などのゴミ処理にまわされる」「投棄される」など散逸していま

す。散逸する背景には、経済的・技術的な理由があります。

●分別・解体作業がコスト高で、経済的に成り立たない

●都市鉱山に含まれる多品種な金属を、効率良く回収すること

が技術的に難しい

●特にレアメタル類は含有量が微量であり、回収が困難等の要

因が挙げられます。また、海外に流出した「鉱石」の一部には、

現地で有価金属を抽出する際に有害物質が使用された後廃棄

され、環境破壊につながっているという報道もあります。

都市鉱山の「鉱石」処理の現状と問題点

回収された都市鉱山の「鉱石」

都市鉱山の“開発”には資源を循環させる社会の仕組みの構築が不可欠であり、都市鉱山が抱える課題をすぐに解決できるも

のではありません。日鉱金属グループは、非鉄金属の資源開発・製錬から素材の生産・販売、素材からの二次加工、廃材等から

の金属資源のリサイクルを行っており、資源循環型社会を担う企業として、資源の効率利用をグループ挙げて進めています。

特に、資源リサイクルにおいては、都市鉱山から効率的に、かつより多くの金属資源の回収に努めています。

資源循環型社会の構築に向けた日鉱金属のアプローチ

様々なメリットが期待される金属リサイクル原料処理工場が稼働開始

多品種の有価金属を回収

2009年5月、「日立メタル・リサイクリング・コンプレック
ス（HMC）工場」が稼動開始しました。主に首都圏で発生する
リサイクル原料から、当社がこれまで金属、環境およびリサ

イクルの各事業において培ってきた乾式プロセスと湿式プロ

セスを組み合わせ、多品種の有価金属を回収します。

海外で発生した金属リサイクル原料の処理

日鉱金属グループでは、海外で発生した金属リサイクル

原料についても集荷し、HMC工場等で処理を行っており
ます。

台湾においては、日鉱金属グループの台湾日鉱金属股□

有限公司が、2009年9月から彰濱リサイクルセンターの稼
動を開始し、リサイクル原料の破砕・サンプリングの前処理

作業を行った後、日本への輸出を行うことにしています。

（詳細はP46をご参照ください。）

ゼロエミッションの実現

日鉱金属グループの環境関連4社（日鉱環境（株）・苫小牧ケ
ミカル（株）・日鉱三日市リサイクル（株）・日鉱敦賀リサイク

ル（株））では、リサイクル原料から効率的に有価金属を回収

するための前処理（溶融・焼却・乾燥・破砕・解体・篩別）を行

い、前処理後の有価金属含有中間品を日鉱製錬（株）佐賀関製

錬所およびHMC工場へ送っています。また、産業廃棄物の
処理も行っており、処理後のスラグ類はセメントなどの原料

として出荷し、二次廃棄物を出していません。

効率的な有価金属回収のための技術開発

技術開発センターでは、日鉱金属で保有してきた鉱山技術

を活用した物理選別や湿式・乾式製錬技術を組み合せ、金属リ

サイクル原料の処理プロセスの技術開発を推進しています。

1978年に当社が世界で初めて実現した硫酸浴でのニッ
ケルとコバルトの高精度の分離回収技術を応用し、使用済

リチウムイオン電池からのNi、Co、Mn、Liの分離回収の技
術開発にも取り組んでいます。

前処理工程（焼却）

焼却前 焼却後

携帯電話

配線基板
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使用済み家電製品等

リサイクルに回る

そのまま放置される

散逸してしまう

ゴミ処理（焼却・埋立等）

投棄等

海外への流出

日鉱環境
（乾式プロセス）

日鉱金属HMC工場
（湿式プロセス）

産業廃棄物等 リサイクル原料

クリーンZ炉

クリーンZ炉
焼却灰

銅回収炉

銅製錬工程
中間生産物

リサイクル原料

湿式工程

精製炉 湿式工程

銅 金・銀 白金等 亜鉛 ビスマス 錫 アンチモン等
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資源開発・金属製錬の事業分野では、資源の枯渇や鉱石品

位の低下傾向に対する技術開発が求められています。また、

電材加工事業においては、省エネルギー、有害物質低減に資

する技術が求められ、さらに当社グループの製品をお客様や

最終消費者の皆様が使用される際に環境配慮が達成される

技術が求められています。

当社グループでは、資源開発・製錬から電子材料の生産・

販売、環境リサイクルまでの一貫した事業展開の中で蓄積さ

れた技術を活用し、環境配慮型製品の開発を進めています。

下表は、電子材料に関連した当社の環境技術の一部です。

日鉱金属グループの環境配慮型製品の開発関連技術

資源循環（省資源）

資源循環（製品寿命）

温暖化防止・CO2削減

環境リスク

微細化・小型化・軽量化

部品点数減

貴金属の置換

長寿命化

消費電力削減

環境負荷物質減

お客様
最終消費者

お客様

最終消費者

最終消費者

お客様
最終消費者

最終消費者

お客様

高機能銅合金
UBMめっき
ナノめっき

抵抗内蔵型プリント配線用箔（TCR）

高純度金属

高機能箔

GaN厚膜基板
透明半導体

リチウムイオン電池用正極材

鉛フリー実装対応ケミカル
シアンフリー無電解金めっき
砒素フリー銅箔

小分類 主な開発技術（電子材料）大分類 効果の発現場所

当社グループでは、設計・開発から製造・販売およびお客

様のご使用まで、製品のライフサイクル全体を考えた技術開

発を行なっています。この考えのもとで、当社グループ内の

製造工程での「環境配慮」効果だけではなく、お客様が使用さ

れる際に「環境配慮」効果が出る製品の計画・設計・開発を進

めてきました。

こういった「環境配慮型の製品」に関して、技術開発をお客

様のご要望を的確に捉え技術開発を効果的に進めるために、

お客様に近い各工場に技術開発センターの分室を設け、製品

開発機能を強化しています。さらに、当社グループの広範囲

にわたる事業の技術を深化させるだけでなく、それら異種技

術を組み合わせた特長のある技術の開発を進めるため、

2008年度に技術開発本部を設置し、環境配慮型の製品開発
を一段と強化しました。

技術開発体制の強化

特集～私たちが重要と考える3つのテーマ

日鉱金属グループは、環境への配慮が社会と企業の持続的発展に寄与すると考えてい

ます。その取り組みとして、グループ内部での製造時における環境負荷低減を行なっ

ています。さらに、お客様や最終消費者の皆様が、当社グループの製品を使用される際

に、環境への負荷が低減する製品の開発へと、環境活動を広げてきました。環境配慮

型製品の開発に関する考えとして、①省資源型製品の開発、②高リサイクル性の追求、

③環境負荷の低減を掲げ、技術開発を進めています。

この様な環境配慮型製品の開発は、国内外の法律や政策がより環境保護重視の内容に

改定されていることから、持続可能な社会の実現のために重要となっています。

環境配慮型の技術開発の必要性

（2）環境配慮型の技術開発

当社グループが進めている、「環境配慮型の技術開発」の例をご紹介いたします。

環境配慮型技術開発のご紹介

環境配慮の分類と主な電子材料関連技術

特
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ある種の銅合金を、いったん高温で熱処理したあとに低温熱処理（時効処理）

をすると、合金中の添加元素が数～数十ミクロンの微細な大きさで発生（析出）

します。その熱処理条件を変えることによって発生を様々な状態に制御するこ

とができ、合金の強度を向上させることもできます。合金の強度が増すと、接続

端子を薄く小さくすることができます。これが携帯電話などの薄型化・小型化

に寄与し、省資源化につながると言えます。こうした高機能な新規銅合金の開発に携わる者として、

今まで以上に良い結果が出ると、社会が要求している省資源化に一歩近づけたと思い、ワクワクし

ます。お客様や社会の要求に応えるためにも、熱処理と圧延加工技術を高度化させ、さらに高強度で

高導電性の合金を設計し、開発したいと考えています。

銅合金内のナノ組織

従来 抵抗内蔵化 抵抗素子形成例 
（積層埋め込み前） 

基板樹脂層 内蔵抵抗素子 抵抗素子 抵抗層 

銅回路部 

薄膜抵抗層 

表面実装抵抗素子 

内層銅箔 

空き空間に新たにIC、LSIなどを搭載 

抵抗部品内蔵化のイメージ図

高機能銅合金の開発

皆さんは、PCの中にICや抵抗素子・コンデンサー素子などが半田付けされた、緑色の基板がある
のをご存知だと思います。私たちの開発した技術は、その基板上の抵抗素子をコンパクト化する技

術なのです。基板の中に直接抵抗素子をつくりこむので、究極的には半田の使用そのものが不要と

なり、省資源に寄与します。今後は、基板上のコンデンサーも基板の中に作りこむ技術を開発したい

と考えています。

抵抗内蔵型プリント配線用銅箱（TCR）の開発

当社は、独自の製法により、高品質のGaN基板を製造しています。この基板を使えば、現状のサ

ファイヤ基板やSiC（炭化ケイ素）基板上につくられる発光素子（LED：Light Emitting Diode）と
異なり、製造工程が簡略化されると共に、素子自身の性能が向上します。これを用いて白色光源を

作ると、白色電球と比べて飛躍的に消費電力が減るので、

CO2を削減でき、地球温暖化対策に大いに貢献します。

GaN（窒化ガリウム）厚膜基板の開発

GaN基板

技術開発センター戸田分室　主席技師　高草木 操

技術開発センター白銀分室　主任技師　黒澤 俊雄

技術開発センター倉見分室　分室長　小野 俊之
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佐賀関製錬所フロー

省エネ活動の実施事例として、2007年および2008年に日
鉱製錬（株）佐賀関製錬所において実施された省エネ活動事例

の中から、「ドライヤ希釈空気予熱装置設置」および｢照明設備

使用の見直しによる省エネ｣につきましてご紹介いたします。

今回は、図中の赤丸で示した「ドライヤ希釈空気予熱装置

（鉱石を乾燥させる工程）設置」による省エネ効果についてご

報告します。

省エネのための活動事例のご報告

硫酸工場 

発電器 
蒸気 

密閉式ベルトコンベア 

密閉式ベルトコンベア 

原料受入れバース 

鉄精鉱 

銅電解行程 

転炉粗銅 転炉 

酸素 

精製粗銅 

錬　炉 
リサイクル原料 

ドライヤ 

精製炉 アノード 
鋳造機 アノード 

自溶炉 

廃熱 
ボイラ 廃熱 

ボイラ 

選鉱 

銅精鉱貯鉱舎 

銅精鉱 

リサイクル原料 

銅精鉱 
ドライヤ希釈空気予熱装置

特集～私たちが重要と考える3つのテーマ

気候変動（地球温暖化）は、人類が直面している最も重要な課題のひとつです。京都議

定書の第1約束期間の最初の年である2008年には洞爺湖サミット、COP14（第14
回締結国会議）でも議論されてきました。

地球温暖化の進展は、海面上昇や異常気象の発生など環境の変化をもたらし、生態系

にも大きな影響を与えます。これに対し、温暖化現象の原因である温室効果ガス、特

に二酸化炭素の排出量削減に関する様々な規制が検討されています。さらに、ハイブ

リッド車に代表される環境にやさしい製品への指向やそれに伴なう新たな市場の出

現など、気候変動は私たちの事業活動に財務的にも大きな影響を与える可能性があり

ます。

気候変動（地球温暖化）の進展とその影響

（3）気候変動（地球温暖化）への取り組み

日鉱金属グループでは、従来から製錬所の自溶炉の効率操

業や廃熱回収などの省エネルギーを推進してきました。また、

工程改善・省略のための技術開発、小水力発電等の再生可能

エネルギーの利用やモーダルシフト（詳細はP56をご参照く
ださい）にも取り組んでいます。さらに省エネルギーおよび

CO2削減活動をグループで推進するため、CSR推進委員会
の下部機関であるワーキンググループとして省エネ推進部会

を2008年10月1日に設置しました。（詳細は、P35をご参照
ください。）

日鉱金属グループの取り組み

当社グループは、前世紀の初めより日立地区にあった製錬

設備の稼動のためのエネルギー確保のために、石岡第1発電
所等で小水力発電を行ってきました。

1955年には、福島県いわき市に柿の沢発電所を稼動させ、
現在も最大4,800kW（常時2,300kW）の発電を行っています。

石岡第1発電所 柿の沢発電所

今回の省エネの試みは、同じ製錬工程内にある自溶炉から

発生する廃熱を利用することによるものです。重油バーナー

部に供給している希釈Air（図中朱書）の温度を、自溶炉の排
ガスから回収した蒸気によって、常温から200˚Cにあげてド

ライヤーに供給することにより、C重油の量を削減しました。
この取り組みで、2,000トン／年のCO2の削減（5,700万

円／年の経済効果）を得ることができました。
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受入ビン 鉱石（水分10%） 

燃焼Air

重油バーナー 

SO3クーラー 

乾鉱FC

チャンバー 

気送管 

アトマイズ蒸気 

C重油 

自溶炉 

Drバグファン Dr排ガスファン 

大煙突へ 

熱風（500˚C） 

鉱石（水分0.5%） 

ロータリーキルン 

ケージミル 

サイクロン 

自溶炉ドライヤ 

希釈Air

ドライヤ設備

｢照明設備使用の見直しによる省エネ｣

それは、「昼間でも点灯してい

る電灯がある。無駄だ！」という

意見から始まりました。そして、

製錬所内の全照明の実態調査から

スタートしました。

所内の照明は約3,800灯もあり、また、点灯・消灯を確認
するために夜遅くまで現場を調査する必要がありました。さ

らにスイッチの位置や自動消灯機能があるかを調べる等予

想以上に大変な作業であり、調査が終了するまでに3ヵ月掛
かりました。

次に、1つ1つの照明について省エネ方法を話し合いまし
た。省エネ案について出された「スイッチの場所が遠い」「全

部蛍光灯を消すと、暗くて安全に作業ができない」「水銀灯な

ど再点灯に時間がかかる」等の意見に対応するために、照明

回路の部分的切り分け、スイッチの増設・移設を行いました。

調査から対策の立案、パトロールまで、全員参加で行いま

した。この結果製錬所内の従業員全員の参加意識が生まれ、

省エネ活動への意識高揚に繋がったと思います。「たかが照

明、されど照明」を合言葉に、従業員全員で省エネ活動に取

り組んでいます。

着眼点は、上司の一言でした。

「余剰蒸気を発電に使うことを当

たり前と思っているようだが、予

熱用にC重油を使用している設備
がある。蒸気を重油削減に使用し

た方が得ではないのか」早速試算をしたところ、発電をして

電力（買電）を減らすよりも、C重油を削減したほうが遥かに
効果があることが判りました。

また、蒸気タービン発電機より熱交換器の方が、熱エネル

ギーを無駄なく回収できることにも気付かされました。

改造プロセスの実現までには、「そんなに効果があるなら早

く造れ」、「いつ完成するんだぁ～」と急がされ続けました。結

局は予定よりも完成が若干遅れて怒られました。安定運転に至

るまでは、ウォーターハンマーとの戦いでした。空気量が変動

する度に大きな音と共に装置が揺れる。現場の方々の知恵を借

り何とか目標に辿り着いた時は、すごくほっとしました。

今は、当たり前のように稼動している設備ですが、何故か

気になる存在です。

佐賀関製錬所　設備技術課製錬担当課長　大久保 周史

佐賀関製錬所　動力課動力係技師　土屋 隆弘

佐賀関製錬所内には3,771灯の照明灯があります。この照
明灯の使われ方について調査した結果、2,386灯が、人が居
ない時に点灯していたり、屋外の照明が昼間の明るい時間で

も点灯していることが判りました。これを改善するために、

以右の3つの方法で省エネを実施しました。

（1）130灯に自動点滅器を設置する。
（2）887灯のスイッチを単独化する。
（3）1,369灯について、啓発活動により使用状態を改善する。
これらの活動において600トン／年のCO2の削減（780万
円／年の経済効果）を得ることができました。

「ドライヤ希釈空気予熱装置設置」による省エネ

再生可能エネルギー活用の歴史
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2008年度の改善活動

日鉱金属グループでは、国内外の事業所において、生産性ならびに品質の向上、コスト削減等を目的に、“NPM活
動”ならびに“IS2活動”をはじめとする各種の改善活動を展開しています。それぞれの事業特性を踏まえ、日々の
業務の中に改善活動を組み込み、継続的に活動を行うことで着実に成果を挙げています。当社グループ企業理念

の一部である「生産性革新」の一端を担うこれらの改善活動について、国内および海外におけるいくつかの事例を

ご紹介します。

国内外で推進する改善活動

日鉱製錬（株）佐賀関製錬所

佐賀関製錬所で

は、1 9 9 5 年から

NPM活動に着手し
ました。その後、各ス

テップの完了を経

て、2007年12月に

TPMのPartⅢ活動
継続賞を受賞しまし

た。さらに、2008年3月にはPartⅣ活動を開始し、今日に
至っています。NPM活動は7分科会による活動を柱とし、
あるべき姿に「安全と環境の確保を基本に、世界No.1の品
質・コスト競争力をもつ銅製錬所」を掲げ、「全員参加の

NPM活動」を進めています。

2008年度は、同製錬所を含めた佐賀関地区全体での改善
活動を一層推進するために、活動発表会を年2回開催しまし
た。併せて、製錬所内に従事する全従業員を対象に改善提案

の提出を推奨するなど、「現場力向上」を図るための活動を展

開しました。その結果、作業負荷軽減、「見える化」に関する改

善および設備の不具合対策などの面から、改善活動が一層活

性化しています。

なお、活動紹介の場を社外にも広げるために、2009年10
月に（社）日本プラントメンテナンス協会主催で開催予定の

「からくり改善展」への出展を予定しています。

磯原工場

磯原工場では「開発とものづくりの両輪経営」を目指し、

2006年度から“IS2活動”と称してプロジェクト形式によ
る改善（シックスシグマ方式）と、現場主体の改善（トヨタ式

改善）を推進しています。2008年度は、前者の活動につい
ては品質改善やコスト削減による収益力底上げに取り組み

ました。また後者の活動については、生産性向上や主力製品

2品種のリードタイムの短縮に注力しました。特にリードタ
イムについては以前に比べ半減させるなど、当初の目標以

上の成果を達成しました。

なお、2009年度からは、磯原工場における改善活動の中
心的な役割を果たす「IS2推進室」が新設されました。これに
伴い、ムダ（ロス）を総括的に把握し、日々の活動を「見える

化」する仕組みの構築を通じて、改善活動のPDCAサイクル
をより有効に回していきます。

日鉱金属グループNPM活動とは
1971年に（社）日本プラントメンテナンス協会によって提唱されたTPM（Total Productive Maintenance）は、「人と設

備の体質改善を通じて、生産システムの総合的効率を極限まで追求する生産方式」として開発されたものです。

日鉱金属では、この活動の導入にあたり、従来の枠組みにとらわれない発想の転換と、ダイナミックな行動による革新を

継続させるため、「日鉱金属方式のTPM」の意味をこめて「NPM」と名づけました。また、NPM活動は、“災害ゼロ、不良ゼ
ロ、故障ゼロ”というあらゆるロスの極小化を目指すものです。

現在では当社グループの多くの事業所で、積極的にNPM活動を展開しています。

国内

東莞日鉱富士電子有限公司

2009年2月に開催された「第7回新日鉱グループTPM交
流会｣にて、国内の事業所の他に海外事業所として東莞日鉱

富士電子有限公司が活動報告を行いました。品質改善活動

の立ち上げから今日に至るまでの経緯、改善活動の具体的

内容および成果等について発表しました。（発表者：右から

賀製造部副経理（副部長）、欧品質保証部副経理（副部長）、通

訳者：中嶌副総経理）なお、同社では2007年8月から「Q-UP
活動」に着手しました。具体的には、品質・生産効率・検査効

率・人員効率の向上および

コスト削減を念頭に置い

て活動に取り組んでおり、

2008年度もこれらの項目
で充実した成果を収めま

した。

今後はQ-UP活動の全社
的な浸透に努めると共に、予防保全という観点も加え、活動

の一層の充実を図っていきます。

海外

TPM交流会における発表

改善提案制度

日鉱金属グループの事業所における改善活動に関し、主要な取り組みの一つに「改善提案制度」があります。多くの事業

所では、従業員が定期的に改善提案を提出する仕組みがあり、活発な提案が行われています。

■ 改善提案の対象項目の例

コスト削減、品質改善、作業効率の改善、品質管理水準の向上、安全衛生面の改善、事務作業の改善等。

■ 改善提案の活用、効果

提出された改善提案は、各事業所で検討されます。この中で特に優秀な提案に対しては、改善提案（事例）発表会の機会

の提供、表彰の授与、報奨金の支給等を行い、その有効活用を図っています。本制度の浸透とその活用は、当社グルー

プの事業活動を円滑に継続していくための重要なツールの一つになっています。

※Q-UP：Quality and Quantity-upの略称。

白銀工場　製造部製造第2課第1係
ユピノーググループ

■テーマ：ユピノーグ生産性向上

白銀工場ではプリント基板関連の銅箔や
めっき薬品関連に使用される高純度硫酸
銅（ユピノーグ）を生産しています。ユピ
ノーグの需要の高まりに対応すべく、数
年前から生産性向上のための取り組みを実
施してきましたが、思った程の効果が出ま
せんでした。そこで、現場において製造工
程のどこがネックであるかを解析し、ネッ
ク工程の作業を見直すことによって収量
（歩留り）を大幅に改善し、結果的に生産量
の23%向上につながりました。この改善
により、お客様にデリバリーの遅延なく安
定供給することができるようになりまし
た。なお、本案件は投資なしに、現場の知
恵により効果を見出した改善です 。

日鉱製錬（株）佐賀関製錬所　
製造部製錬課錬銅係　
選鉱・排水処理グループ

排水処理工程で使用する沈降剤（溶融金属
を沈殿除去するための薬剤）は、パレット積
みの荷姿で選鉱本工場1階から2階までホ
イストクレーンで吊り上げた後、オペレー
ターが給粉機に補給しています。同クレー
ンでの吊り上げ中に荷崩れが発生し、パレッ
トから袋が落下する危険性がありました。
沈降剤専用ボートを製作した結果、吊り上
げ作業中に袋が落下する危険性はゼロにな
りました。また、2階の沈降剤置場と給粉機
の間にローラーコンベヤを設置し、その上
を転がしながら袋を運搬することで、作業
負荷の軽減も達成できました。

台湾日鉱金属股　有限公司　
八徳工場　製造課　
ITOボンディング組

■テーマ： ITOボンディング作業の
改善

ITOターゲットをインジウムで接着するボ
ンディング作業時に、製品歩留りおよび作業
性を改善するために、現場の改善チームが知
恵を出し合い、耐熱シートを上手く利用しな
がら作業方法の改善をしました。この改善に
よりITOボンディング接着の作業時間が短
縮でき、また作業性も改善されると共に、作
業の際に懸念されていたターゲット破損の
危険性も少なくなり、全般的な作業効率が大
きく改善されました。



送付先
日鉱金属（株） CSR推進部
〒105-0001 東京都港区虎ノ門二丁目10番1号
Mail. info@nikko-metal.co.jp
FAX. 03-5573-7598

サステナビリティリポート2009をお読みになったご意見・ご感想をお寄せください。

次回リポートをよりよいものにするために、皆様のご意見を参考にさせていただきたく存じます。
お読みいただいた率直なご意見､ご指摘等をぜひお聞かせください。
ご意見・ご感想につきましては、弊社宛にご送付いただくか、
メールもしくはFAXにてお願いいたします。


